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研究成果の概要（和文）： 

 本研究では，災害時での自治体内の部署間，自治体と住民組織間での情報共有に対して，運

用の枠組みを提示し，それを支える技術的課題の克服に取り組むことを試みた．これまでの研

究の成果から時空間地理情報システムをベースとして自律分散協調型で構成されたシステムを

用いたデータ蓄積・管理に関する実践的な手法を提案した．さらに，災害時などの緊急時に行

われる部署横断的なデータ利用に対して期限付きのデータ共有手法を新たに提案し，既存のシ

ステムへの組み込みを行った．これらの提案する方式を秋田県由利本荘市，北海道遠軽町の役

所・地域コミュニティに実装し，社会的な実現の観点ら評価・検証を行った．評価に関しては

一時点的なものにすぎないため，今後も継続した評価・検証を行う必要がある． 

 

研究成果の概要（英文）： 

In this study, we showed an opertional framework for information sharing between sections 

in local government and regional communities under disaster. On the basis of the results of 

our latest studies we proposed an practical spatioal temporal database management 

method using spatial temporal GIS and holonic type system and developed a geographical 

information sharing method with a time deadline for cross sectional data sharing in 

irregular situation. we impremented our proposal methods to Yurihonjo City, Akita and 

Engaru Cho, Hokkaido and evaluated a validity from the interview of some local officials. 
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１．研究開始当初の背景 

 阪神・淡路大震災において，代表者である
畑山らが行った長田区役所倒壊家屋解体撤
去業務支援活動は，災害時における自治体の

住民対応おける地理情報システム利用の可
能性を示すだけでなく，平常時の情報システ
ムのあり方をも示すものとなった．この経験
は，今後の自治体情報システムのあるべき姿
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として，中核に時間管理 GIS を据え，災害直
後から利用を目的としたリスク対応型地域
空間情報システム（RARMIS: Risk-Adaptive 

Regional Management Information 

System）概念としてまとめられ，自治体への
GIS 導入の契機となったと考えられる．また,

この考えは，「防災情報の共有化に関する専
門調査会報告」（2003 年，中央防災会議）に
も「平常時からの防災の備え」において①緊
急時の的確な防災活動のための平常時から
の情報共有，②災害への備えのための平常時
からの情報共有という形で明示されており，
これを通して総務省自治行政局が推進する
自治体統合型 GIS の概念にも影響を及ぼし
ている． 

 同報告によると阪神・淡路大震災の教訓と
残された課題として，組織横断的な情報共有，
自助・共助・公助がバランスした防災社会の
確立があげられ，今後の社会状況の変化への
対応のための課題として災害時要援護者へ
の配慮が掲げられている．しかしながら，現
状では「統合型 GIS」と名のつく GIS を導入
した自治体は増加したが，平常時での統合型
空間データベースによる自治体内での情報
共有ですら行われている自治体は少なく，災
害時での自治体内，自治体と地域コミュニテ
ィ（住民）間での情報共有には期待できない
状況にある．畑山・吉川・浅野は，紙ベース
の自治体業務の長所（縦割りによる責任の明
確化，短周期の異動への対応）をできるだけ
残し，セキュリティに優れた空間情報共有を
実現するための地理情報システム基盤のあ
り方を研究し，自律分散協調型のシステム構
築と時空間での情報管理を提案してきた．こ
の提案には，既存の GIS ソフトウエアの枠組
みでは実現が難しい技術が含まれるため，畑
山らDiMSISコンソーシアムとともに独自の
時空間データベースフォーマット KIWI+と
それを扱う独自の時空間 GIS 基盤 DiMSIS

の開発を行っている．また，浅野，吉川は，
自律分散協調型管理が可能な時空間 GIS を
自治体に対して紹介し，統合型 GIS として運
用実績がある．すなわち,複数の自治体におい
て提案の有効性を評価・検証している．この
提案は災害時での情報共有をも想定したも
のであるが，個人情報保護法の施行以降，共
有される情報のセキュリティに関して新た
な運用概念とそれを支える技術開発が必要
とされている 

 

２．研究の目的 

 本研究では，災害時での自治体内の部署間，
自治体と住民組織間での情報共有に対して，
運用の枠組みを提示し，それを支える技術的
課題の克服に取り組むことを目的とする．ま
た，提案する方式を机上で評価するだけでな
く実際の自治体や地域コミュニティに実装

することにより社会的な実現の観点ら評
価・検証を行う． 

 災害時での対応活動において，最も情報シ
ステムが利用されるのは，大量であるが単純
な処理である．この処理は，平常時に管理し
ている情報（個人情報も含む）を部署横断的
に利用することで，その効率性を飛躍的に上
げる．統合型 GIS では，統合データベースを
集中管理，分散管理する手法が想定されてい
るが，本研究では，その中間に位置すると考
えられる自律分散協調管理を用いる．この手
法は，研究代表者，研究分担者，研究協力者
が提案してきた手法であるが，まだ完全に理
解されておらず，普及例も少ない．また災害
時の利用に関しては，緊急対応処理は想定し
ているものの緊急対応が終わった後の処理
（事後処理）は想定していない．本研究では，
この事後処理をも含めた運営方法を，必要な
技術課題克服手法とともに提示することを
目指すものである．事後処理では電子情報の
回収もしくは破棄が必要となるが，現状では
地理空間情報を対象にこの問題に取り組ん
だ事例は国内，国外を問わず存在しない．GIS

は現在，次世代電子自治体の基盤として期待
を集めているが，個人情報を保護しつつ，災
害対応をスムースに，迅速に行うためには情
報の二次利用を求められる情報システムに
おいて，この課題を克服することは，GIS の
みならず電子自治体の普及にも大きく貢献
すると考えられる．また，「防災 GIS」とい
うキーワード先行の情報システムに対して
学術的な定義を与えることにもつながると
考えられる． 

 

３．研究の方法 

１）期限付き空間情報共有手法の開発と検証 
 時空間情報と自律分散協調型システムを
前提としてデータ構造のプロトタイプを作
成した．対象としている時空間データ構造で
ある DiMSISフォーマット，KIWI+フォーマッ
トでは差分ファイルに関する構造は規定さ
れておらず，現在，いくつかの方式が提案さ
れているが，現在最も利用されている構造を
対象にデータ有効期限の情報を埋め込むこ
とを行った． 
 
２）自治体 ・地域間の情報共有に関する問
題点の明確化  
 災害時には自治体の持つ情報を地域に提
供するだけでなく，地域固有の情報を自治体
に提供する場合もある．これを行うためには
自治体内での部署間の調整とは別の問題点
が表出する．地域コミュニティ（呉田地区ま
ちづくりの会，遠軽町の自治会）を対象に，
情報システムの導入に関する課題から自治
体との調整事項までの過程を対象に問題点
を明確化し，具体的な共有過程について考察



 

 

を行った．  
 
３）災害対応も考慮した自治体統合型 GIS構
築の体系化 
 １），２）の成果と研究者のこれまでのシ
ステム導入事例などを考慮して体系化を行
った． 
 
４．研究成果 
１）期限付き空間情報共有手法の開発と検証  
 時空間差分データに有効期限の情報を埋
め込む手法について考察し，設計・実装を行
った．期限付きの差分データは，有効期限内
ではシステムに取り込まれ，参照データとし
て利用される．しかし，有効期限を過ぎた際
には，取り込もうとするとシステムにより差
分データファイルごと破壊される．また，既
に取り込んであるデータに対しては，有効期
限外にアクセスしたときにデータから取り
除く処理をする．この機能により，有効期限
を過ぎた時点でデータにアクセスするたび
にデータが自律的に消滅することになりデ
ータが拡散していくことはなくなる．差分デ
ータはもとの GISデータに統合されることで
意味をもつものであるので，ある意味，電子
割賦された状態であり，それらを復元するツ
ールが，有効期限により復元したり，破壊し
たりすることでセキュリティ強化する方式
である． 
 防災訓練などで，この機能の実現イメージ
を自治体職員，地域コミュニティに紹介し，
その有効性についてヒアリング調査を行っ
た．また，北海道遠軽町役場，秋田県由利本
荘市役所に試験導入し，自治体職員への聞き
取り調査などによりその実現可能性に関す
る検討を行った．職員からはその必要性につ
いての理解は得られた．遠軽町では，部署間
で閲覧制限されるデータはまだあまり整備
されていないため，実感がわかないという印
象であった．由利本荘市ではデータの修正制
限，閲覧制限が管理されているため，具体的
な意見が聞かれた．災害時のみの利用ではな
く，平常時でも一時的な情報のやり取りが必
要な場合もあるとのことで，実稼働してうる
システムへの実装への期待が寄せられた． 
 
２）自治体・地域間の情報共有に関する問題
点の明確化  
 地域コミュニティの固有情報として要支
援者，要援護者情報が想定される．これらの
情報は災害時には，様々な機関と共有するこ
とでその価値を高め，対象者に対するきめ細
かな対応が可能となる．具体的な情報の収集
から管理，共有手法という一連の作業に情報
システム構築の観点から参加し，実運用可能
な方法について検討が行われた．このような
情報は，平常時は地域内で閉じた形で管理さ

れるべきであり，同種の内容であるが役所で
管理されている情報とは一線を画すべきで
ある．そこで，このような情報管理には，役
場よりプラットフォームとなる地図データ
とソフトウエアを貸し出し，コミュニティ内
で独自で行ってもらう．災害時には１）で提
案した機能を用いて一時的に情報共有する
ことで地域だけでなく役所からの支援も受
けることを可能とできる．本手法は，災害に
よるインフラ被害が軽微な場合（電力，ネッ
トワーク回線など）は災害直後の安否確認や
避難補助で有効である．もし，避難時期など
で有効に利用できないとしても避難した後
の要支援者対応において有効であると考え
られる．  
 
３）災害対応も考慮した自治体統合型 GIS構
築の体系化 
 提案してきたシステム，開発してきたソフ
トウエアを用いて災害対応も考慮した自治
体統合型 GIS構築の体系化を行った．統合型
GIS 導入で考慮するべき問題として，データ
作成に係る課題，システム構築に関する課題，
運用・人材育成に関する課題，リプレイスに
関する課題があることを示した．システム導
入において従来の発想とは違う緩やかで中
長期を見据えた手法を提案した．これは，自
治体の運営に寄り添った形でのシステム構
築がシステム定着までも見据えた導入につ
ながると考えた結果である． 
 自治体運営において内部の変化とは，職員
の異動という空間的な要素と，首長交代，世
代交代という時間的要素から成り立つ．自治
体では一般にホロニック（システムの構成要
素がそれぞれ、自律的に活動しているように
見えるが,全体としてみると、一つの統一体
として意味のある活動になっている状態）な
人材育成を行っているため部署間の縦割り
の縛りはあってもスムースな仕事の移行が
可能である．情報システムを導入する際には
しばしは，この要素への適応が問題とされ，
縦割り行政の撤廃を求めることが行われる
が，このシステムは情報システムを除けば責
任体制の明確化という意味では大いに機能
してきたシステムであるため，その構造に寄
り添った情報システムの方が導入には適し
ている．時間的な要素については，瞬間的な
（急激な）変化を求められるものと，長時間
かけての変化がありうる。情報システム導入
については短期的な展望に引きずられがち
だが、中長期の戦略が伴っていないと維持管
理やリプレイスの度に不要な経費がかかる
ことが多い。首長の判断による情報化（瞬間
的な変化）の際にも展望のない導入だけは避
けるべきである。調律のとれたシステム化が
求められる。縦割り行政を撤廃までのリコン
ストラクションは必要ないが、全庁統合型を



 

 

実現するためには各部書の責任範囲が変わ
る可能性がある。それに伴い人事計画を見直
す必要も生じることを想定しておく必要が
ある。調律士が定期的にメンテナンス作業を
してこそ調律は保たれると考える。 
 外力からの変化には、上位機関（都道府県
や国）からの指導、情報システムトレンドの
変化などがあるが、時流に左右されない理念
をもってシステム構築していれば、それらに
惑わされる必要はない。他自治体で成功して
いることが、こちらでも成功する保証はない。
特に理念なき猿まねではなにがしたいのか
不透明になってしまい、結局は破綻する可能
性が高くなってしまう． 
 これらの内容が考慮されてこそ自治体シ
ステム化は定着すると考えられる． 
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